
担当部署名 担当課長名 東　勇輔

1081 1 2

（直近）

114.3%

0.10 800 0.22 1,594 0.18 1,282 0.18 1,282 81.8%

0.10 800 0.20 1,560 0.16 1,248 0.16 1,248 80.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.02 34 0.02 34 0.02 34 100.0%

106.9%

- 

- 

107.5%

106.6%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 者（社） 7 7 8 8 8

（2）

（3）

（4）

いけだピアまるセンター管理事業 財務会計上の短縮番号

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 工業の振興 市民生活部地域活性課

4428

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 いけだピアまるセンター管理事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

いけだピアまるセンター

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の事業名

１　事務事業の概要

事 業 区 分

（　　　              　　）

実 施 期 間   （平成12年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

いけだピアまるセンター管理及び池田市企業育成室企画運営を委託。具体的には、創業予定者等に安
価で育成室を貸し出し、経営・技術相談や異業種間交流等のサポートを入居者に行う。

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

本市産業の創出・育成及び新産業の創出を図り地域活性化を推進する。

事 業 内 容 の 見 直 し 平成  年度

H25/H24

※見直し内容を記入

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
25 年度 26 年度

5,700 6,515

(決算） (決算）

6,725

(予算）

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

(決算）

人  件  費  （人・千円）

事　業　費（千円） 6,050

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
8,007

財
 

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 6,850 7,294 7,797

1,7052,312
5,485 6,302

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

その他財源 2,186 2,150
一般財源 4,664 5,144

選択の理由 退去後の元入居者が市内で事業展開するなど、本市の産業振興に寄与している。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

単位

入居者数

国・府の資金を活用しての全面改修から１０年以上経過し、修繕が必要となってきてお
り昨年（25年)は空調設置を一部改修した。個室に入居のニーズはあり、快適な環境の
中で事業を継続してもらうためには、まだ改修は不十分であり、環境を整えていく必要
がある。

ドアや空調等、建物の老朽化にともなう修繕等の問題点がいくつかあがっ
てきている。今後その修繕に向けてのコストがかかってくると考えるが、そ
の是非とタイミングの判断が重要となる。平成21年度より本格導入したイン
キュベートマネージャーとの連携方法についても、適宜検討が必要であ
る。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 本市の活性化の推進及び円滑な入居者支援に資するため、本事業に係る企業育成室の管理及び企画運営を委託しているため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 東　勇輔

1081 1 4

（直近）

16.9%

0.10 800 0.15 1,170 0.16 1,248 0.16 1,248 106.7%

0.10 800 0.15 1,170 0.16 1,248 0.16 1,248 106.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

76.5%

- 

- 

18.2%

102.9%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 名 8 5 3 6 6

（2） 名 3 2 2 3 4

（3）

（4）

事始め奨励事業 財務会計上の短縮番号

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 工業の振興 市民生活部地域活性課

4437

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 事始め奨励事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

中小企業者及び創業予定者

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の事業名

１　事務事業の概要

事 業 区 分

（　　　              　　）

実 施 期 間   （平成  年度　～　） 平成14年度～基金残高がなくなるまで

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事始め奨励大賞への応募者の審査会を開催、受賞者を顕彰し賞金を授与する。

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

対象者への顕彰・賞金の授与により新技術・新製品の開発意欲を向上させ、本市産業振興の推
進及びベンチャー育成を図る。

事 業 内 容 の 見 直 し 平成  年度

H25/H24

※見直し内容を記入

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

池田市事始め奨励基金条例、同条例施行規則、事始め奨励にかかる報償に関する要綱

２　事業コスト・指標値の推移
25 年度 26 年度

593 100

(決算） (決算）

1,600

(予算）

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

(決算）

人  件  費  （人・千円）

事　業　費（千円） 634

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
2,848

財
 

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 1,434 1,763 1,348

1,600100
1,248 1,248

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

その他財源 600 550
一般財源 834 1,213

選択の理由 審査会での応募者の様子等から研究・開発等創業支援には有効であると捉えられる。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

単位

市民の創業意識の創出(応募者数)

受賞者数

新技術・新製品の開発などを顕彰し、PRを行うことにより、その企業の成長を促し、間
接的にではあるが、本市産業振興に資すると考える。平成１４年度から１０年以上経過
しているが、例年、応募者があり、継続すべき事業と考える。

受賞者の声を聞いても、受賞の喜びとともに対外的に大きな反響を得ると
の感想があり、大変有意義な事業であると認識。また、新技術・新製品の
開発等により、池田市産業振興へ資する可能性がある者の掘り起こしや、
新たな技術と製品の向上のため、本制度は継続の必要があると思料。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 池田市が顕彰・賞金の授与を行う事業であり、アウトソーシングになじまない。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 東　勇輔

1082 1 2

（直近）

105.4%

0.23 1,660 0.19 1,299 0.14 909 0.14 909 73.7%

0.20 1,600 0.16 1,248 0.11 858 0.11 858 68.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.03 60 0.03 51 0.03 51 0.03 51 100.0%

105.1%

- 

- 

105.4%

70.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

（2） 行 7 6 7 7 7

（3）

（4）

中小企業事業資金融資預託事業 財務会計上の短縮番号

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 工業の振興 市民生活部地域活性課

4430

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 中小企業事業資金融資預託事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

池田市中小企業融資制度取扱金融機関（融資対象者は市内で6ヶ月以上同一事業を営んでいる中小企業者）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の事業名

１　事務事業の概要

事 業 区 分

（　　　              　　）

実 施 期 間   （平成17年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

長期化する不況に対応するために事業主が必要な資金を低利で斡旋し、池田市制度融資とし
て貸付けるための原資を、取扱金融機関に預託する。

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

中小企業の経営の安定と商工業の発展に努める。

事 業 内 容 の 見 直 し 平成19年度

H25/H24

※見直し内容を記入 中小企業事業資金ならびに無担保無保証人融資制度を廃止し、大阪府市町村連携型融資制度を開始した

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

池田市中小企業安定資金融資貸付規則、池田市中小企業融資制度要綱（大阪府市長村連携型融資制度）、大阪
府中小企業融資制度要綱・要領

２　事業コスト・指標値の推移
25 年度 26 年度

150,000 158,100

(決算）

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

(決算） (決算）

160,000

(予算）

人  件  費  （人・千円）

事　業　費（千円） 175,200

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
160,909

財
 

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 176,860 151,299 159,009

160,000158,100
909 909

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

その他財源 175,200 150,000
一般財源 1,660

選択の理由
池田市中小企業融資制度は大阪府市町村連携型中小企業融資の融資利率から０．５％引き下げた利率
となっており、昨今の不況下で市内中小企業者にとって利用しやすい制度となっている。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

1,299

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

単位

低金利での貸付

取り扱い金融機関

金融機関へ預託をすることにより、低利な融資を行っている。利用者にはメリットである
が、実績と預託額を精査し、適正な預託額にする必要がある。

金融機関への預託を行うことにより、大阪府の制度融資よりも、0.5%低利
での融資が可能となっている。実際に、融資相談に来られる方の反応を
見ると、低利であることは大きなメリットであると感じているところ。預託金額
については、これまでの予算額と決算額との差を踏まえ、適切な金額を検
討していく。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 池田市と金融機関が預託契約を結んで、預託を行う制度であり、アウトソーシングになじまない。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 東　勇輔

1082

（直近）

57.1%

0.01 80 0.01 78 0.02 156 0.02 156 200.0%

0.01 80 0.01 78 0.02 156 0.02 156 200.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

71.5%

- 

- 

57.1%

200.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 2 2 1 1 1

（2）

（3）

（4）

今後の大型事業に伴う住宅移転等の資金融資について、都市建設部からの依頼に基
づき預託をおこなっているものである。

平成２６年度中には、対象者の残高が全て無くなる見込み。その時まで、
継続的に現在行っている預託事業を継続する必要がある。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 池田市と金融機関が預託契約を結んで、預託を行う制度であり、アウトソーシングになじまない。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

26年度の取組方針

選択の理由
大型事業の施行に伴い、住宅移転を余儀なくされた者に対して行った、住宅移転等のための資金融資の
貸付残額に対する預託を継続している。

成果の達成状況

取扱件数

３　成果の達成状況等

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

100
一般財源 80 78 156 156
その他財源 1,100 700 400

受益者負担　Ｂ

256

財
 

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 1,180 778 556

400 100

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

事　業　費（千円） 1,100 700

実 施 根 拠

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

池田市大型事業対策住宅等長期資金融資要綱

※見直し内容を記入

事 業 内 容 の 見 直 し 平成  年度

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

大型事業の円滑な推進を図る。

実 施 期 間   （昭和60年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

池田市が行う土地等の買収を伴う大型事業施行に伴い、住宅移転の必要が生じた者に、新たな住宅等の
購入資金の調達に向けた融資あっせんを行うための貸付原資を取扱金融機関に預託する。

（　　　              　　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

池田市大型事業対策住宅等長期資金融資取扱金融機関

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

大型事業対策住宅等資金預託事業

大型事業対策住宅等資金預託事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の短縮番号 4390

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 工業の振興 市民生活部地域活性課

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


